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秋田労働局・能代労働基準監督署



（１） 労働条件の明示について
（2024年４月１日から施行）

（２） 労働時間の上限規制について
（３） 労働時間（過重労働の話）について
（４） 年次有給休暇について
（５） 相談窓口のご案内

2



（１） 労働条件の明示について
（2024年４月１日から施行）
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君の給料は、
月基本18万円だか
らね。

良かった
求人のとおり
月18万円だ！

入社時の面接で、社長は「求人
のとおり給料月18万円だ。」と
言いましたが、その後も何ら書
面は渡されませんでした。

Ａさんは「求人のとおりだ。」と喜
んでいました。

(１) 労働条件の明示について

4



ところが、給料日の明細書に
「基本給15万円」とあり、面接
の話から３万円が少なかったた
め、社長に尋ねてみると…
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話が違うじゃないで
すか！！
訴えてやる！！

１８万円？
そんなことを言った覚
えはないなぁ…

(１) 労働条件の明示について



労使間紛争を未然に防止する
ために、労働者を雇用したら必
ず書面で「労働条件通知書」を
交付することになっている。

正社員、パート、バイト、契約社
員等々全ての労働者に個々に
交付しなければならない。
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個人ごとに交付されるのね。
これで納得して働けるわ。

(１) 労働条件の明示について



「労働条件通知書」に退職金、
ボーナス（賞与）、通勤手当など
も記載する。

退職金、ボーナス等が「無」でも
法違反にならないが、支払うと
定めたら、支払わなければ法違
反になる。

なるほど…
通知書にも書
かれるのね！

ここは、
しっかりと確認して
おくべきだね！

(１) 労働条件の明示について
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皆勤手当 月2,000円 食事手当
（夜間時）

秋田ビル２Ｆ

アプリの開発。

求人誌、ハローワークにある求人票は「労働条件通
知書」にかえることはできない。
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全て
労働条件通知書
ではありません。
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(１) 労働条件の明示について
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(２) 労働時間の上限規制について



法定労働時間（労働基準法第32条）

原則

・ 1週間に40時間を超えて労働させてはならない。

・ 1日に8時間を超えては労働させてはならない。

(２) 労働時間の上限規制について
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時間外及び休日労働（労基法第36条）

会社は、1週間40時間、1日8時間を
超えて残業させる時は、労働者の代表
者と協定を結び、労働基準監督署に届
けなければならない（36協定）。

15
労働組合

届出がないと法違反。
会社の残業時間が書
いてある！
この時間以上の残業
はさせられない。

(２) 労働時間の上限規制について
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36協定の限度時間は決まっている。
月45時間（42時間）を超える場合は、
この時間を超える特別な協定（特別
条項）を結ばないとできない。

期 間 通常
1年単位の変形
労働時間制採
用企業

1か月 45時間 42時間

1年 360時間 320時間

３６協定には限度
時間が決められて
いる。

表より長くする特
別な場合でも、
年間の６回（月）
まで。

(２) 労働時間の上限規制について
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 労働時間（時間外・休日労働時間）の上限内容

(２) 労働時間の上限規制について
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 時間外労働の上限は、原則として月45時間（月42時間）・年360時間（月320時間）となる。

 臨時的な特別の事情があり労使が合意する場合（特別条項）でも、以下の規制がかかる。

①時間外労働のみで年720時間以内

②時間外労働が月45時間（42時間）を超えることができるのは、年6回（６か月）が限度

③時間外労働と休日労働の合計が単月で100時間未満

④時間外労働と休日労働の合計について、２～６か月平均がいずれも１月あたり80時間以内

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

法律による上限（原則）
月45時間
年360時間

法律による上限
・年720時間以内
・複数月平均80時間以内 ※

・月100時間未満 ※ ※ 休日労働含む

１年間＝12か月

年間６か月まで

時間外労働の上限規制のイメージ



午前・午後の勤務
(４時間＋４時間）
全部で８時間勤務

８時間を超えれば残業（赤）

残業手当（時間外手当）

勤務時間８時間を超えて残業
（時間外労働）をさせたら、割増
賃金を支払う。

割増賃金率は25%

時給1000円なら
1000×1.25=1,250円
が支払われるということ。

(２) 労働時間の上限規制について
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残業手当（時間外手当）
2023年４月１日からは、
１か月60時間を超える
時間外労働に対しては、
50％以上の率で計算し
た割増賃金を支払わなけ
ればならない。

1か月60時間を超えたら、
それ以降の残業に対して
は、50%増だから注意ね。

時給1,000円なら
1,000×1.50=1,500円
を支払わなければならな
いということ。

(２) 労働時間の上限規制について
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１か月まとめての端数処理として

30分でも、１分でも残業は残業です。
端数が許されるのは、１か月の合計時間に端数が
あった場合、３０分未満の端数を切り捨て、それ以上
を1時間に切り上げることは許されている。

以下…以上…

細かい時間でもまと
めると大きな時間に
なることもある

(２) 労働時間の上限規制について
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時間 時間 時間 時間 時間 × ５ =  40
時間 日 時間

週の残業の考え

１週間の40時間を超え
ても残業になるのです。

８
時間

40時間オーバーになる＝残業

(２) 労働時間の上限規制について
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休日には、法律で定める法定休日（１週１日、４週４日）と、
これ以外に会社が定める所定休日（法定以外）があり
ます。

３５％増しは法定休日の部分です。

所定休日は、週の労働時間が40時
間労働を超えている場合なら２５％
増しになります。

(２) 労働時間の上限規制について
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(２) 労働時間の上限規制について
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(３) 労働時間（過重労働の話）について



1か月100時間超え
又は２～６か月平均 80時間
超え残業・休日労働の場合

健康障害リスク
高い

1か月４５時間以下
残業・休日労働の場合

健康障害リスク
低い

健康障害でも、月80時
間超えの残業は、良く
ない！

残業が長くなると…過労死や自殺につながる。
健康障害や精神障害などが発症しやすい。
医師の面接指導などが必要になる。

(３) 労働時間（過重労働の話）ついて
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(４) 年次有給休暇について



継続勤務
年数 ６か月

1年
６か月

２年
６か月

３年
６か月

４年
６か月

５年
６か月

６年
６か月
以上

付与
日数

１０日 １１日 １２日 １４日 １６日 １８日 ２０日

① ８割以上の出勤。
② 取得すれば出勤扱い。
③ 時効は２年。

労働者からの請求
があれば与えないと
なりません。

 「働き方改革」では年５日の年次有給休暇の取得が義務

づけられました。

(４) 年次有給休暇について
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年休は、法で定められているため「うちは年次有
給休暇などは無い。」と言うことはできません。

また、会社は、年次有給休暇を請求された際、
取得理由によって認めないことはできません。

PTAがあるので
年次有給休暇を
取らせて下さい。

そんな理由はだめだ。
そもそも会社には年次
有給休暇なんて無い！

よくある
年次有給休暇
トラブルです。

(４) 年次有給休暇について
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会社側にある権利は、この変
更の権利だけです。
なお、時期を変更、再変更…
の濫用は無効になります。

繁忙

会社は、時季変更権だけがあります。
年休を求めた時、特に忙しいなどの理由で取得時期
を変更できる権利です。

その日は、一番注文が
ある日なので３日じゃ
なくて19日じゃダメか

(４) 年次有給休暇について
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改正により年次有給休暇の付与
日数が10日以上ある場合は、年
５日の年休を時季指定して取得さ
せなければならない。

通常の労働者の付与日数

継続
勤務年数

0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5以上

付与日数 10 11 12 14 16 18 20

この月に取らせ
てもらいます

５日分は時季を指定し、
必ず取ってくれ。

(４) 年次有給休暇について
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労働者 使用者

労働者の申出による取得（原則）

｢○月×日に
休みます」

労働者が使用者に
取得時季を申出

使用者の時季指定による取得（新設）

使用者が労働者に
取得時季の意見を
聴取

労働者の意見を尊重し
使用者が取得時季を指定

｢○月×日に休ん
でください」

労働者 使用者

４/１
入社

１０/１ ４/１

10日付与
（基準日）

１０/１～翌９/３０までの１年間に５日取
得時季を指定しなければならない。

９/３０

（例）４/１入社
の場合

(４) 年次有給休暇について
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週所定労働日数が４日以下かつ週所定労働時間が30時間未満の労働者の付与日数

週所定
労働日数

１年間の
所定労働日数※

継続勤務年数

0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5以上

付与
日数

４日 169日～216日 ７日 ８日 ９日 10日 12日 13日 15日

３日 121日～168日 ５日 ６日 ６日 ８日 ９日 10日 11日

２日 73日～120日 ３日 ４日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日

１日 48日～ 72日 １日 ２日 ２日 ２日 ３日 ３日 ３日

パートタイム労働者でも付与日数
が１０日以上の人もいます。

その場合、５日分を付与しないと
なりません。

(４) 年次有給休暇について
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今後、付与日から１年間で５日の年次有給休暇の
取得がなされていなければ、労働基準法違反の指
摘を受けます。

労働者が自ら申し出て取得した日数や取得した計
画的付与で取得した日数については、この５日分か
ら控除することができます。

1年間で５日の
年休実績がない！

(４) 年次有給休暇について
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今回の改正により、労働者ごとに「年次
有給休暇管理簿」を作成して３年間保存
しなければならなくなりました。
賃金台帳の扱いと同様に、電子的な保
存も可としています。基準日（付与日）、付
与日数、取得日数などを記載することに
なります。

３年保存

(４) 年次有給休暇について
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年次有給休暇管理簿の例
（秋田労働局HPにてダウンロードできます！）

(４) 年次有給休暇について
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その他のポイント
○ 労働者が自ら申し出て取得した日数や、計画的付与で取得した日数についての年５日
の付与日数から控除することができる場合の例

○ 半日年休と時間単位年休の取り扱い
・半日単位の年次有給休暇の付与を運用している場合は、半日年休を0.5とカウントし
て年５日の付与日数に含むことが可能。
・労使協定を結び時間単位年休を付与している場合は、時間単位年休を年５日の付
与日数に含むことはできない。よって、労働者が自ら申し出て時間単位の年休を
取得しても、年５日の付与日数に含むことはできない。

（例） 労働者が自ら５日取得した場合 ⇒ 使用者の時季指定は不要

労働者が自ら３日取得＋計画的付与２日の場合 ⇒ 〃

労働者が自ら３日取得した場合 ⇒ 使用者は２日を時季指定

計画的付与で２日取得した場合 ⇒ 〃 ３日 〃

(４) 年次有給休暇について
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年間で５日の年次有給休暇の強制付与は2019年の４月から施

行されています。

【5日間の取得が困難な場合の対応例】

労使協定を締結し、計画年休として5日間を設定している会社。

年休付与時に５日間の時季指定をしている会社。

付与日から９か月程度取得状況を様子見し、年５日の取得が困

難な労働者に対して、個別に時季指定する会社が多い。

→次年度は最初から時季指定しておく。

(４) 年次有給休暇について
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（５） 相談窓口のご案内



秋田市大町3-2-44大町ビル3F

フリーダイヤル 0120-695-783
mail : support@hatarakikata.akita.jp

社会保険労務士などの専門家が、個別
相談援助や電話相談を受理します。

無料

労働時間制度の構築、生産性向上による賃金引上げ、非正規
雇用労働者の処遇改善など、人材の定着確保・育成に効果的な
労務管理に関する総合的な支援を行います。セミナー、出張相
談会なども開催します。

(５) 相談窓口のご案内
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各労働基準監督署（県内に６箇所）では、「労働時間相
談・支援班」が、下記の相談内容に応じます。

受付時間：８時３０分～１７時１５分
（土・日・祝祭日を除く）

・改正労働基準法等に関する内容
・事業主からの時間外･休日労働協定（36協定）を含む
労働時間制度全般
・変形労働時間制などの労働時間に関する制度の導入
・長時間労働の削減に向けた取組

※写真は秋田労働基準監督署
を利用してみませんか？
相談内容

(５) 相談窓口のご案内
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イラスト「いらすとや」


